



























54　　早法 91 巻 1 号（2015）
なされてきていない商法の運送・海商関係部分を全面的に見直して現代化を図ろ














































































































































































































































3 ．「〔試案〕 6 　荷受人の権利」について
〔試案〕






















































































64　　早法 91 巻 1 号（2015）

















































　（ 2 ）のただし書きは、高価品特則の適用除外（運送人の損害賠償責任（ 2 ））










































































68　　早法 91 巻 1 号（2015）
















































































ア　危険物に関する通知義務（第 1部第 2の 3（ 2）参照）
イ　船長の違法船積品等の処分権（商法第740条）






































































































































































イ　アのほか，国際海上物品運送法第 8 条第 2 項及び第 3 項と同様の規律を
設ける。
〔意見要旨〕基本的に賛成であるが、（ 4 ）イについて、国際海上物品運送法 8
条 2 項後段（「運送品の記号」に関する部分）と同様の規律を設けることには反対
である。運送品の容器・包装等の記号の表示が不十分であれば、正確な引渡しの




　国際海上物品運送法 8条 2 項前段の規律は、1924年の船荷証券統一条約（ハー
グ・ルール） 3 条 3 項ただし書きに沿うものであり、これと同様の規律を商法に
設けることに賛成である。






の義務を定めている）を、条約 3 条 3 項ただし書きと統合させて規定したことに
よって、実質的に規定の意味を変えてしまっている。







2 項前段により不知約款が許容される場合にあたらない）、この点でも 8条 2 項前段
とはまったく異質である（「また同様とする」理由がない）。





















































































































































　「〔試案〕 7　規律の適用範囲等」について、第 6「船舶の衝突」の 2で述べた
意見と同じ。
第 8 　海上保険




















82　　早法 91 巻 1 号（2015）









ることができる。この場合においては，保険法第28条第 2項第 1号及び第 4項
並びに第31条第 2項第 1号の規定を準用する。


























































1 ．「〔試案〕 1　船舶先取特権を生ずる債権の範囲（ 1）および（ 3）」について
〔試案〕



















































第 5順位　船主責任制限法第 2条第 6号に規定する物の損害に関する債権（同
法第95条第 1項）
86　　早法 91 巻 1 号（2015）




　試案の第 1 順位から第 3 順位までは、おおむね1993年条約の規律に沿ってお
り、適当と考える。
　「航海継続の必要によって生じた債権」と「船主責任制限法第 2条第 6 号に規
定する物の損害に関する債権」との相互間においていずれを先順位とすべきか













【甲案】　ただし，（ 1）の第 5 順位の船舶先取特権と船舶抵当権とが競合する
場合には，船舶抵当権は，当該船舶先取特権に優先する。







































88　　早法 91 巻 1 号（2015）
判例の判旨は、「航海継続の必要によって生じた債権」（商法842条 6 号）とは大き
く性質の異なる船籍港で発生した債権に対し、前者と同じ保護を与えることとな






1 ．「〔試案〕 2 　高価品に関する特則」について
〔試案〕
　明告されない高価品について運送人が免責される旨の規律（国際海上物品運
送法第20条第 2項，第578条）について，次のいずれかの案によるものとする。
【甲案】　現行法の規律を維持するものとする。
【乙案】　国際海上物品運送法第20条第 2 項のうち，商法第578条を準用する旨
の規律を削除するものとする。
〔意見要旨〕国際海上物品運送法による商法578条の準用はなお維持すべき理由
があると考えるので、甲案に賛成する。
　国際海上物品運送法による高価品特則の準用については、責任制限制度を採用
した場合には積極的な存在意義が認められないこと、また条約との抵触などが指
摘されてきている。しかし、条約違反と考えられないことは、すでに部会でも確
認されている。
　たしかに、現在の海上物品運送人の責任限度額は相当低く設定されており、高
価品特則に積極的な意味が認められないとする見解には相当の理由がある。しか
し、高価品の滅失・損傷の場合には、①運送人は責任限度額いっぱいの損害賠償
責任を負うことになると思われるところ、今後責任限度額が引き上げられる可能
性もあること、②価額の明告があれば保険をつけてすべてのリスクを転嫁した
り、特別な取り扱いをして損害を回避したりする（いずれも、保険料・費用は割増
運送賃をもってあてる）機会をえられること、③明告がない場合には保険転嫁で
きた場合（実質的に責任を負わない）と同様に運送人の責任を否定することにも理
意　見　　89
由があることなどから、なお高価品特則の一定の意義を認めることは可能であろ
う。
　高価品特則は、運送契約に関する基本的規定であるところ、これを維持してい
る法制もなお存在しているというのであって、あえて現行の規律を削除する必要
は認められないように思う。
 以　上
【付記】本稿は、意見照会に応じて法務省民事局参事官室に提出した意見である
が、掲載にあたり校正の範囲内で補正を行った。
